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 空き家問題は地域づくりにとって重要な課題－ 

                     京都空き家問題研究会発足 

（藤井一・当研究会事務局・当研究所理事） 

 この度京都自治体問題研究所に、京都

空き家問題研究会が発足しました。全国

的に空き家が増加する中で、さまざまな

問題が生じてきています。従来は過疎地

域を抱える地方の問題であるといわれて

いましたが、都市内や都市郊外でも空き

家は著しく増加しています。１０年以上

たつ長期化した空き家が、空き家全体の

約１／３を占めており、建物崩壊の危険・

景観面・治安面・衛生面、防災面で地域社

会に不安が広がっています。平成２５年

調査で、空き家率は全国で１３．５％、京

都府で１３．３％、京都市で１４．０％と

なっており、住宅のほぼ７戸に１戸が空

き家です。京都市内においても、昨年４月

に倒壊することにより周辺住民に危害を

及ぼすおそれが高い、著しい管理不全な

状態にある空き家を市が代執行で除却し

ています（根拠は建築基準法）。 

  

 一方欧米を見ると、イギリスでは３～

４％、ドイツでは０～１％、アメリカで８

～１０％です。日本においても空き家を

減らすことは可能なように思われます。 

  

 京都空き家問題研究会は先行する研究

から学ぶとともに、京都市内および府内

から地域をいくつか選び、空き家の実態、

とりわけ問題点や課題についてどう把握

していくかというところから研究をス

タートさせ、空き家の利活用可能性や、

空き家を無くしていく方策などを考え

て行きたいと思います。もし仮に何らか

の政策で総世帯数と総住宅数がほぼ同

じにできたとしても、人口（世帯数）が

減れば、空き家率は増大します。定住人

口の課題、空き家やその跡地を地域住民

に必要なものとして活用するなど、地域

づくりという視点なしに空き家問題は

語れません。研究会としてはこの点は

しっかり堅持し、調査・研究を進めたい

と考えています。 

 

 次に京都における空き家問題の実態

等を少し見ていきます。まず空き家率で

す。２５年調査結果では、府内で最も大

きいのが宮津市で２６．２％です。続い

て東山区（２２．９）、南丹市 （２０．

２）、綾部市（１８．５）、福知山市（１

７．５）、舞鶴市（１７．１）、南 区（１

６．８）、京丹波町（１６．５）、北区

（１５．３）となっています。少ないと

ころは、木津川市（７．０）、宇治市（７．

４）、八幡市（９．４）、城陽市（９．

４）、精華町（９．８）、長岡京市（９．

８）、京田辺市（１０．２）、西京区（１

０．６）となっています。傾向としては

農村部（中北部）が大きく、都市部が小

さいように見えますが、京都市内を見る

とまちまちです。 



 ところで、そもそも調査でいう空き家

とは何なのか、ということにふれます。住

宅・土地統計調査では、「空き家」とは「居

住世帯のない住宅」から「一時現在者のみ

の住宅（昼間だけ使用しているなど）」「建

築中の住宅」をのぞいたもので、①その他

の住宅、②賃貸用の住宅、③売却用の住

宅、④二次的住宅（別荘など）に分類され

ています。別荘は空き家といえども使用

されているし、②、③も賃貸用・売却用と

して一定の管理が行われています。空き

家になったにもかかわらず、買い手や売

り手を募集しているわけでなく、そのま

ま放置されている状態のものが「その他

の住宅」です。この分類からすると、「そ

の他の住宅」がいわゆる空き家問題を最

も起こしやすい空き家といえそうです。 

 

 また、「賃貸用の住宅」も借り手がつか

ない場合、管理がおろそかにされ、老朽化

が進行し「その他の住宅」に転化する危険

性が高いといえます。この点での京都の

調査結果を少し見てみます（市のみ）。「そ

の他の住宅」の比率が高いところは、京丹

後市（①その他の住宅＝７５．２％、②賃

貸用の住宅＝１０．２％、③売却用の住宅

＝５．９％、④二次的住宅＝８．６％）、

綾部（①６３．８、②２７．０、③３．３、

④５．５）、中京区（①５９．２、②３１．

１、③１．８、④５９．２）、木津川（①

５８．３、②３１．３、③４．７、④５．

７）、南丹市（①５７．４、②２２．２、

③３．６、④１６．７）です。低いところ

は、南区（①２４．５、②６２．３、③１

０．３、④３．０）、京田辺市（①３０．

０、②６１．３、③６．６、④１．８）、

北区（①３２．０、②５７．２、③６．２、

④４．５）、西京区（①３３．６、②６１．

２、③２．０、④３．２）などです。京都

市全体は、①３９．５、②５１．５、③４．

３、④４．７です。宮津市は④が２４．６％

と突出しています。このように見ていく

と、状況は地域によりさまざまです。 

 

 国の方では空き家特措法が１５年５月

に全面施行されています。京都市は法の

前（１４年４月１日施行）に条例をつくっ

ています（府内で条例があるのは京都市

のみ）。法の内容、京都市条例の内容の検

討もすすめ、よりよい条例が他自治体で

も制定されることが大切です。 

 

 ４月２日に第１回研究会を開き、町家

や長屋の利活用の取り組みを学びまし

た。５月７日（土）午後６時から当研究所

で、第２回研究会を開きます。「経済学的

視点から見る空き家問題」がテーマです。

経済学から見てどのような問題・課題が

あるのかを探ります。少しでも関心のあ

る方は参加いただき、ぜひ研究会メン

バーになって下さい。 



「 介 護 の 社 会 化 」 の 現 実 

佐藤 卓利（立命館大学経済学部教授） 

 この４月より１年間、学外研究の機会

を得ました。８年前に同様の機会を得た

時には、「くらしと自治・京都」には、

イギリスでの暮らしを綴ったエッセーを

掲載させていただきましたが、今回も

エッセーを掲載させていただくことにな

りました。今回は、ほとんど日本にいま

すので、身近な話題を提供できればと思

います。 

 

 ちょうど１年前、妻の両親がそろって

入院・入所することになりました。義父

は以前から認知症の症状があらわれ義母

は病弱なため、義父の在宅での介護を

ホームヘルパーさんに頼んでいました。

義父は当時、介護保険の認定ランクでは

要介護１であったため介護保険外のサー

ビスも利用せざるを得ず、掃除・洗濯・

調理・買い物などは近くに住む方に有料

でお願いしていました。ケアマネジャー

さんや地域包括支援センターの方にも見

守っていただきながら暮らしておりまし

たが、次第にホームヘルパーさんが家計

にまで介入することになり、義母との関

係が悪化し、義母がストレスで精神的に

参ってしまって緊急入院することになり

ました。 

 

 ケアマネさんから連絡があり、義父を

急遽ショートステイに入所させると同時

に、ホームヘルパーさんの契約を打ち切

りました。彼女は、義父母の１か月の生

活費に相当する額を、サービス料金とし

て受け取っていたようです。私が、妻の

実家に行ったときには、妻の依頼を受け

て、司法書士さんが義父母の預金通帳を

点検している最中でした。幸いに預貯金

から多額のお金が引き出された形跡はあ

りませんでした。ここから私たち夫婦の

右往左往・東奔西走が始まることになり

ました。 

 

 義父がお世話になったショートステイ

は、入所期間が原則１か月、義母が入院

した大学病院の病室にも長くは居られま

せん。とりあえず義母は義父が入所して

いるショートステイに厄介になることに

なりました。その間、私たちはケアマネ

さんの紹介で、実家近くの「サービス付

き高齢者向け住宅」を見学し、２人に夫

婦部屋に入居してもらうことにしまし

た。 

 

家賃・食費・サービス料こみで１か月

約３４万円。同施設は医療法人が経営

し、病院に隣接しています。夫婦部屋

は、個室の２倍の面積があり、家賃も２

倍なのですが、不可解なのは共益費も２

倍であったことです。共益費は、常識的

には共同住宅などで共用部分の費用（電

気代や清掃費など）を世帯ごとに拠出す

るものですが、この施設では１人１か月



 

 

 

 

３万円、夫婦２人で６万円とのことでし

た。これはあまりにも理不尽だと思い、

その旨を主張し、入居契約に際し１部屋

３万円ということで先方に承諾してもら

いました。 

 

 この時の私の思惑は、「１月で３万

円、１年で３６万円の節約になる」とい

うものでしたが、この浅はかな考えは、

すぐに吹き飛ぶことになりました。６月

に入所した「サ高住」を１１月に引き払

うことになったのです。原因は、どうや

ら職員の対応に義母が馴染まなかったこ

とにあるようです。義母はふたたび大学

病院へ入院することになりました。義父

は以前のショートステイへ逆戻りです。 

 

 義母の再度の入院に際しては、２週間

を目途に退院してもらうと、主治医より

申し渡されました。「さて、どうしたら

良いのやら」と困惑気味の私たちに対

し、先生からは「自分が１週間に１度、

診療に行っている病院に受け入れ可能か

聞いてみよう」とおっしゃっていただき

ました。幸いその病院からは「受入可」

の返事をもらいましたが、「入院に際し

てはあらかじめ退院後の入居施設を確定

しておくように」とのことでした。 

 

 また振出しに戻って、施設探しです。

今度は「サ高住」は避けて、義父は認知

症対応のグループホームへ、義母は有料

老人ホームに入居することになりまし

た。夫婦別々の暮らしが、しばらく続く

ことになります。義父は要介護２、義母

は要支援２に認定ランクが上がりまし

た。 

 グループホームと有料老人ホームは別

法人ですが、両方とも株式会社が経営し

ています。それぞれ１か月の利用代金は

約２０万円です。これ以外に、通院には

ヘルパーを自費で頼まなければなりませ

ん。医療費も数万円必要です。妻の実家

は広島ですので、私たちはこの１年間新

幹線で何度も往復しましたが、その費用

もばかになりません。 

 

 義父母は、共働きでしたので、それぞ

れの年金で生活費と介護費用は、今のと

ころ何とか賄えそうですが、医療費の分

だけ赤字になると妻が言っております。

毎月貯金残高が数万円ずつ減っていきま

す。認知症の義父にはこのような状況は

分からないと思いますが、義母は大変不

安であろうと思います。 

 

 １６年前、「介護の社会化」をスロー

ガンに介護保険が誕生しましたが、その

時多くの人々は、介護保険料を払ってい

れば介護が必要になった時、介護保険の

給付によって安心して介護サービスが受

けられ、家族も介護負担から解放される

と期待しました。しかし現実はどうで

しょうか。ともかくも介護費用を含めた

生活費を年金で賄える義父母は、いわば

「中流老人」といえましょうが、その彼

らでさえ老後生活のための預貯金を削

り、将来の不安におびえています。そん

な不安を抱えて、義母は長年住み慣れた

家と土地を売る決心をしました。この売

却の経緯は、次回お話しできればと思い

ます。 



わくわくするエネルギー＝再生可能エネルギー100％の地域を目指し 

大西 一三 （地域エネルギープロジェクト代表・生産森林組合長） 

地域の需要を上回る発電量を達成！  

南丹市園部町大河内では地域農家を中

心に普及をすすめてきた太陽光発電によ

る発電量が地域の電気需要量を超えたこ

とを記念して発電所敷地内で「式典」を

行いました。集落の全戸(55戸)の電力使

用量を上回り、総発電量は21万kWhに達

し、集落の「電力自給自足達成」を祝い

ました。 
 ３年前に農家組合で「大河内自然エネ

ルギープロジェクトチーム」を立ち上

げ、農家を主体にした太陽光発電に取り

組んできました。2014年に４基、さらに

2015年にも４基を建設しました。すでに

国の認可を得たものが２基で、集落内に

10基の発電所が稼働することになりまし

た。１年間の発電実績から大河内地域の

発電の特性も確認でき、いずれの施設も

計画段階の予測発電量を上回る結果を得

ています。原発の再稼働が推し進めら

れ、固定買い取り価格が年々引き下げら

れる中、多くの方の協力を得て「自給自

足の地域発電」を実現できたことに感謝

し喜び合いました。 

 行政の金銭的な支援も得ず(もちろん

望んでもいませんが )、正真正銘、

「民」の力で到達したものです。政治

が、「原発ゼロ、脱炭素の社会」を真摯

に決意すれば早晩「再生可能エネルギー

100％の日本、地域再生の日本」も不可

能ではないと思うのはわたくしだけで

しょうか。 

 
●電力小売りの全面自由化始まる―再生

可能エネルギーの電気選ぼう 

今年４月から電力全面小売り自由化が

はじまり、一般家庭も電力会社を選べる

ようになりました。しかし、電力小売り

会社を選ぶ基準とする「電源構成の情

報」の公開を義務にしていないところが

問題です。今後、情報の収集と合わせ消

費者の選択が問われることになります。 

  福島第一原発事故を繰り返さないため

にも、市民主体の再生可能エネルギーを

選んでいたたたきたいものです。そのこ

とが国のエネルギー政策の方向を変える

ことにもつながっていきます。誰もが購

入する電気を選べる社会がきたのですか

ら、今後、いっそう再生可能エネルギー

に関心を向けていただくことが、再生可

能エネルギー電気を増やし、地域経済を

変えることにつながり、見通しの立たな

い原発依存の日本社会を変えることにな

るだろうと期待する一人です。 

 

電力自給自足達成を祝う  

10基の太陽光発電所建設に万歳  



地域にある再生可能エネルギーに挑戦し

よう 

地域再生のためには地域住民（農業

者）が主体となって「地域にあるもの」

としての地域資源・地域特性を生かしつ

つ、農業の持続可能性を確保していく必

要があります。 

それには、地域の自然エネルギーをい

かに暮らしの中に組み入れるかです。 

また、エネルギー自給の確立は，住民

の生活に安心をもたらすだけでなく、地

域に新しい富の循環を生み出し、「地方

再生」を実現するための有効な手段とな

ります。 

この間、太陽光発電施設設置に取り組

んできましたが、地域の振興と活性化に

つながるよう心掛け、事業参加者は集落

内の農業者に限定して普及を図ってきま

した。「１農家１発電所を」スローガン

にして取り組んできたところです。 
年々買い取り価格が切り下げられる

中、事業者として参加して頂くことに苦

労や苦心がありました。あと３～４年Ｆ

ＩＴ制度が充実・維持をされていくなら

ば飛躍的な普及は可能だと思います。 
「再生可能エネルギー」は、日本のど

の地域にもなにがしかのエネルギーは存

在しており、今後の地域の振興施策や地

域の活性化に大きくかかわっていく分野

だと思います。「自然エネルギーの普

及・促進」はわくわくする地域をつくっ

ていくことにもなります。 
 
再生可能エネルギーの爆発的普及を 

「原発ゼロ」に踏み出したドイツで

は、再生可能エネルギーが2015年に発電

量の30％に達しました。EU全体でも2030
年までに45％の目標を掲げています。 

その一方で、日本の再生可能エネル

ギーの割合は２％、大規模水力発電を含

めても10％にすぎません。これには、

「電力が不安定になる」、「コストがか

かる」などを口実にしながら、再生可能

エネルギー接続を制限・拒否し、国もこ

うした電力会社の姿勢を容認・支援し、

「原発固執政治」を進めているところに

大きな原因があります。このことが再生

可能エネルギー普及の大きな障害となっ

ているといえます。 

国民の圧倒的多数の思いとは裏腹に、

原発事故はなかったかのように原発の再

稼働が進められ、地球温暖化にかかわり

なく、化石燃料依存の火力発電が推し進

められています。 

全国各地で、地域の特性を踏まえた再

生可能エネルギーの普及の取り組みを図

るべき時です。地域環境に配慮しなが

ら、その地域の農林業振興とコラボレー

ションした再生可能エネルギー発電を目

指すことが大切です。日本列島、広く、

薄くの取り組みこそが地域の振興、活気

をつくり、真に未来ある日本をつくるこ

とになると確信するものです。 

むらの鼓動…らせん水車 

落差、流量を生かし小水力発電に 



交 流 の 広 場 

◆◇◆◇ ◆◇◆◇ 

一部 

ピアノ演奏 佐渡 春菜 

 京都市立芸術大学音楽学部ピアノ専攻卒業。 

 現在、京都造形芸術大学非常勤講師。 

二部 

記念講演 

「憲法は使えば使うほど光り輝く」 

 伊藤塾塾長・弁護士 伊藤 真 

主催 

異議あり！「戦争する国」づくり実行委員会 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

と き  ４月２９日（金・祝）午後1時30分～ 

ところ コープイン京都２Fホール 

生かそう憲法 守ろう９条 

5・３憲法集会in京都 

４・２９ 異議あり！ 

「戦争する国」づくり 

～憲法公布７０年にあたって～ 

主 催 憲法９条京都の会・京都９６条の会  

講  演 

「憲法９条の新たな使命―戦う立憲民主主義へ」 

講 師 山室 信一 

         京都大学人文科学研究所教授 

プロフィール：1951年熊本市生まれ。憲法９

条京都の会世話人・安全保障関連法に反対す

る学者の会呼びかけ人。 

 

憲法ウォーク 16:00出発（祇園石段下→四

条河原町→市役所） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

と き  ５月３日（火・祝）午後1時開場 

ところ 円山野外音楽堂 雨天決行 

第58回全国自治体学校in神戸 

プレ企画記念講演会  

 

テーマ 現代地方自治の課題  

基調講演 岡田 知弘（京都大学教授）       

 憲法と地方自治､地域経済の 

 戦後最大の危機に いかに対抗するか 

講 演 塩崎 賢明（立命館大学教授）  

 「創造的復興」問題と被災者支援 

● 資料代 1000円      

 問い合わせ参加申込みは兵庫自治研へ   

★ どなたでも参加できます  

主催：兵庫県自治体題研究所、兵庫自

治労連                

連絡先／Tel.078-331-8911 

        FAX 078-599-5531  

E-ﾒｰﾙ hyogojitiken＠sunny.ocn.ne.jp  

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

と き  ４月２３日（土）午後1時開場 

ところ 神戸市勤労会館403･404号 

ふるさと再生京都懇談会総会 

   内容 

   ・学習「地域から求められる学校と学力」  

    講師 京都大学聴講生 島貫 学 

                 (大学聴講生・元高校教員） 

   ・総会 一年間のまとめと今後の活動方向 

      （１）経過報告 

    （２）取り組みの基本方向について 

    （３）取り組みの具体化に向けて 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

   日時 ５月21日（土）1時30分から  

  場所 ラボール京都６Ｆ 北会議室  

第58回自治体学校in神戸 

 

と き  ７月３０日（土）～８月１日（月） 

ところ 神戸芸術センター(7/30･8/1）  

 



地域社会の維持・活性化について、近

年、ヨーロッパでは「持続可能な」（サ

スティナブル：sustainable）という表現

から、「しなやかで強靭な回復力」（レ

ジリエンス：resilience）という思考に移

行してきているのだそうです。地域の

「レジリエンス」を高めていくために

は、企業数では全国で99.7%（約385万
社）を占める中小企業・小規模事業所が

経営を維持し活性化する取り組みが欠か

せません。 

 

また、中小企業経営者や小規模事業者

が地域社会の担い手として役割を果たし

ていることも認識しておく必要がありま

す。自治会、PTA、民生委員、交通安全

協会、消防団・自主防災会、社会福祉団

体、檀徒・氏子の組織など、多くの分野

で役割を担っていることは、京都中小企

業家同友会の調査でもわかっています。 

さて、事業活動を通じて地域の「レジ

リエンス」を高めようとしている一例と

して、久御山町に本社をおく株式会社ア

グティの取り組みをみてみましょう。同

社は1992（平成４）年に設立して以来、

医療施設等のリネン類のクリーニングや

清掃業務を主たる事業とし、売上高は約

９億円、従業員数は200名（正社員35
名）をこえる規模にまで成長していま

す。あわせて障がい者就労支援事業所の

運営や連携も行っています。 

同社が展開する「見守り（安否確認）

付き洗濯代行サービス」は、高齢者宅を

訪問して洗濯物を集配することで安否確

認を行うもので、京都府社会福祉協議会

との共同事業で2009年から実施していま

す。近年の高齢化と核家族化により高齢

者の単身家庭が増える中で、「住み慣れ

た地域でできる限り暮らしていきたい」

という願いを実現できるようサポートす

る取り組みとして、多くの雇用を地域に

根ざした企業ならではの“顔の見える関

係”が生かされています。 

 

また同社は、久御山町・八幡市・大山

崎町・宇治市とそれぞれ災害協定を結

び、京都府ボランティアセンターに登録

し、2012年の宇治市など京都府南部での

集中豪雨･大規模水害の際には、ボラン

ティア活動に使用された衣類等のクリー

ニングなども手がけました。そのほか、

京都府内をはじめとする９つの事業所に

は、災害備蓄として３日分の食料・水・

毛布等を配置し、できるだけ他者の手を

借りずに対応できるようにしています。 

地域のまちづくりにも積極的に参加

し、地域からの意見を聞きながら必要と

される製品やサービスを共に考え、「働

く場所」を創造できるような仕組みづく

りにチャレンジする姿は、「地域を支え

る」一員に加わろうと邁進する中小企業

群の中の象徴的な一例でもあります。 

 京からふるさと再生（４４）            京都中小企業家同友会 理事（前事務局長） 荻原 靖 

「レジリエンス」の担い手は地域に根ざす中小企業 



私の本棚 書籍紹介コーナー 

田中敏博(京都中小企業家同友会会員・田中登記測量事務所) 

『「小中一貫」で学校が消える ―子どもの発達が危ない― 』 

（新日本出版社 2016年2月初版 山本由美・藤本文朗・佐貫浩編 ¥1,700+税）  

この4月、小中一貫校を「義務教育学

校」とする学校制度がスタートした。明

治以来の学制改革史と子どもたちの発達

保障史のうえで大きな転換期を迎えたこ

とになる。 

本書は、住民と教職員共同で組織され

た「学校統廃合と小中一貫校を考える全

国交流集会」で明らかにされた課題につ

いての調査研究、実践報告であり、運動

に携わってきた方々の貴重な共同労作で

ある。単なる制度批判でなく、「小中一

貫」の制度を子どもの成長・発達の視点

からどう充実改善すべきか、正確な情報

提供するのが刊行の趣旨だ。 

3部構成である。第1部で法制化の経

緯、小中一貫校がどういうものか明らか

にされる。第2部、子どもの発達論を軸

に、心理学・教育学・まちづくり・過

疎・教育財政の多角的視点から小中一貫

の問題点が浮き彫りにされる。第3部、

本書の半分近いボリュームが各地の小中

一貫校をめぐる地域での導入経緯と住民

の実践報告に充てられている。全13章い

ずれも啓発されること大であった。 

全国ですでに施設一体型小中一貫校は

100を超えているという。「発達の早期

化」「切磋琢磨」「中一ギャップの解

消」「不登校・いじめの改善」等が小中

一貫校推進の共通した根拠とされるが、

そのどれも教育的根拠はなく実証もされ

ていないという。小中一貫のカリキュラ

ム上のメリットもハッキリしないと。そ

れゆえ、実証的なエビデンス(論拠)によ

り、小中一貫校、その教育、そして子供

たちの意識を明らかにすることが課題で

あると本書は指摘する。では小中一貫の

本当の狙いは何か、これは全章通じて論

及されている。文科省が学校統廃合の手

引きで、通学時間「概ね1時間以内」の

基準を追加し、財務省が12学級以下校の

廃校で300億円削減できると試算し、総

務省が2014年から「公共施設適正配置総

合計画」の策定を市町村合併した自治体

に求め、学校を含む公共施設の統合を促

進するというこのなんとも見事な国の連

携、そういう状況下で小中一貫化がなさ

れているというのだ。学校数と教員数削

減の財政効率化が真の狙いであるという

指摘、われわれ地域住民は知っておかね

ばならない。これは新自由主義のやり方

ではないか。  

地域から「学校が消える」、それは故

郷が消えることと同じで淋しいことだ。

過疎地から学校が消えてしまって、本当

にいいのか。地域も人間もなんでもリス

トラしていいわけがない。再生こそが国

民の願いだ。豊かな自然と、助け合いの

自治の精神が息づく地域、小さくとも、

列島の隅々にキラ星のように輝いてほし

い。 

 

 

 
   
 
  



桜満開の向日市の史跡を廻る「まいま

い京都」のツアーに半年ぶりに参加しま

した。阪急電車で集合場所の西向日駅へ

向かいます。今回もガイドさんは、京都

をこよなく愛する気象予報士の吉村さん

です。向日神社や長岡宮の史跡を巡りな

がら、ポイントごとに詳しく解説してく

ださいます。向日市は全国で四番目に小

さい市ということや、昭和３０年に地元

の歴史地理学者の中山先生が発掘調査を

始め、「必ず長岡京の跡を発見する」と

いう情熱から徐々に発掘が進み、「幻の

都」と言われていた長岡宮の全貌が６０

年の調査で明らかになってきたことなど

を教えてもらいました。 

現在、向日市では文化遺産を活かした

地域活性化事業として、史跡長岡宮跡

（４か所）で、スマートフォンやタブ

レット端末を使い、目の前に長岡宮が存

在しているかのような体感ができるアプ

リ「AR長岡宮」を作っています。この日

も最初の歴史スポット、朝堂院跡でガイ

ドさんのタブレットからCG画像を見せて

もらいました。現代と古代がタブレット

の中で融合するのが不思議な感覚でし

た。 

向日神社では「桜祭り」が開催されて

いました。参道の桜が満開で、出店も出

て地元の家族連れでにぎわっていまし

た。境内の入り口では名物の筍の天ぷ

らも売られていました。向日神社の歴

史は古く、奈良時代７１８年の創建で

す。乙訓の守り神として信仰を集め、

中世には土一揆に決起する農民たちが

ここに集まって誓いを交わしたそうで

す。 

 向日神社は小高い丘の上にあって、

神社の裏からは桜の並木の奥に広がる

街並みが一望できます。ガイドさんに

案内してもらわなければ絶対に分から

ない住宅街の道を抜けて、「南真経

寺」「大極殿跡公園」「北真経寺」を

廻って、最後に「桜の径」の名前で地

元の人たちに親しまれている住宅地に

行きました。 

  向日市は、京都や大阪のベッドタウ

ンとして早くから開発されたそうで、

阪急電鉄の西向日駅の南東周辺に、昭

和初期に開発された閑静な住宅街があ

ります。約三百本のソメイヨシノが開

発時点から通りに植えられていて、春

には美しい「桜の径」になり地元の

人々の散歩道として親しまれていま

す。角を曲がるたびに、前後左右に桜

のトンネルが広がる景色に思わず「オ

オー！」と声が出てしまいました。桜

並木が家々とマッチして、桜の花に囲

まれて生活することを選んだ地元の

方々の誇りや喜びが伝わります。家族

の歴史と共に、桜の木々が彩る四季が

あるのでしょうね。 

  京都市内の名所は、観光客が溢れて

いる週末、向日市には「インバウン

ド」に占領されない懐かしい風景があ

りました。大極殿跡の公園では悠々と

枝を広げる桜の下に、近所の人たちが

集まってのんびりお花見をしていまし

た。隠れた桜の名所がいっぱいある向

日市。今回、「よそ者」の私たちもお

邪魔させてもらいましたが、地元の方

たちにはどんな風に見えていたので

しょう？ 

カメラ探訪30     新田 能富子 

桜 に 包 ま れ る 「 長 岡 宮 」 



事 務 局 通 信 

ツキイチ土曜サロン 

＜お気軽に参加下さい＞ 

 

  日時：５月２１日（土）午後２時～ 

  場所：京都自治体問題研究所 

  題材：ちくま新書「アメリカを占拠せよ」 

  （12．12、チョムスキー著、820円＋税） 

  報告者：久保建夫さん 

 オキュパイ運動への共感と法人

資本主義批判の本です。労働者自

主管理企業の動きやニューヨーク

市議会等での法人「主権」反対決議

など紹介しています。アメリカの

別の一面も知れると思います（久

保）。 

開催告示                      ２０１６年４月２０日 

                                                 京都自治体問題研究所 

                                                 理事長 中林 浩 

第４１回京都研究所定期総会 

 

 定款第１４条に基づき、第４１回定期総会を下記の通り開催します。 

                                   記 

 日時  ６月４日（土）午後１：３０～（受付開始 午後１：００） 

  場所    かもがわ（市職員会館：京都市中京区土手町夷川上ル末丸町２８４） 

      (地下鉄「市役所前駅」徒歩10分、市バス「河原町丸太町」下車徒歩5分) 

  議案  ①２０１５年度活動報告・決算案（公益目的支出報告含む） 

         ②２０１６年度活動計画・予算案 

 記念講演「福島の現状とこれから（仮題）」（午後１：３０～２：３０を予定） 

 講  師 根本 敬 氏（福島県農民連 事務局長） 

 

 ●総会終了後、交流会を、総会と同じ「かもがわ」で開催します。会費3500円です。 

 

 熊本地震によって被災された方々には心よりお

見舞い申し上げます。 

 

 熊本県、大分県を中心としたこの度の地震は被

害が広域に及んでおり、多数の死者、負傷者が生

まれています。大規模な地震も続き、多くの人たち

が屋外などに避難されています。 

 

 政府は、関係自治体とよく連携して、救命・救援

に万全の措置をとること、被災者への支援、二次

災害や被害の拡大防止に全力を集中することを

求めます。 

 

 また、この状況下で川内原発が稼働を続けてい

ることに、多くの不安の声があがっています。 

 

 震源域が九州横断的に拡大しており、この地震

が今後どのように広がるかは予測がつきません。 

 

 新幹線や高速道路が不通であり、万が一事故が

起きた場合に、避難に重大な支障が生まれること

は明らかです。電力需要からみても、川内原発を

動かし続ける必要はありません。 

川内原発をただちに停止することを求めます。 


